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日商簿記検定対策
（問題用紙・答案用紙）




第2回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿商　業　簿　記＿
第１問（20点）
下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と思われるも のを選び、記号で解答すること。

１．9月中に吉本産業株式会社へP商品6,000個を1個あたり￥850で掛けにて販売した。同社との間には上半期（4月から9月）の間に同商品を合計20,000個以上購入した場合、当該期間の販売額の1割をリベートとして支払う契約を締結している。返金は10月末に行う予定である。なお、この条件が達成される可能性は高いものとする。
[bookmark: _Hlk193651490]ア．仕入　イ．未払金　ウ．返金負債　エ．売上　オ．売掛金　カ．買掛金　キ．契約負債　
　　
２．研究開発を行う目的で、材料￥3,000,000および機械装置￥1,500,000（他の目的で使用しない）を購入し、代金は当社の普通預金口座より振り込みを行った。これに伴う支出は、すべて費用として処理する。
　ア．減価償却費　イ．研究開発費　ウ．開発費　エ．機械装置　オ．仕掛品　カ．材料　キ．普通預金　

３．当社ではファイナンス・リース取引により備品（リース開始日：×３年４月１日、リース期間：８年、リース料支払日：３月31日、年額リース料：￥3,000,000、利子込み法にて処理済）を調達している。
　×４年3月31日、第1回リース料支払いを当座預金から行った。また決算につき機械装置の減価償却費をリース期間を耐用年数とする定額法（直接法、残存価額ゼロ）で計上した。（決算日：3月31日）
　　　ア．減価償却費　イ．支払利息　ウ．減価償却累計額　エ．リース債務　オ．リース資産
　　　カ．機械装置　キ．当座預金
　
４．建物の改良と修繕を行い、代金￥140,000,000について小切手を振り出して支払った。なお、このうち￥4,000,000は改良として処理する。また、この修繕のための修繕引当金が￥2,800,000設定されている。 
ア. 修繕引当金 イ. 当座預金 ウ. 修繕費 エ. 雑損 オ. 現金 カ. 建物
　　　 
５．犬養商事㈱（決算年1回3月31日）は、×7年3月20日に30,000ドルの商品を掛にて輸入していたが、本日、×7年4月15日に取引銀行を通じて、この代金を普通預金より支払った。１ドルあたりの為替相場は、×7年3月20日が＠￥158、×7年3月31日が＠￥155、×7年4月15日が＠￥160であり、為替予約等は行っていない。
　　ア．為替差損益　イ．仕入　ウ．売上　エ．買掛金　オ．売掛金　カ．普通預金　キ．前払金
　　








[bookmark: _Hlk214968220]
【第2問】（20点）
次に示した[資料]にもとづいて、答案用紙の連結精算表を作成しなさい。当期は×２年４月１日から×３年３月31日までの1年間である。なお、連結精算表の修正・消去欄については、採点対象外とする。 
（注）答案用紙の（　　）は貸方金額を示す。該当数値がない場合は「－」と記入すること。

［資料］
１．P社は×２年3月31日に、S社の発行済株式数の80％を￥18,000,000で取得し、支配を獲得した。
２．×２年３月31日のS社の貸借対照表上、資本金￥12,000,000、資本剰余金￥2,400,000、利益剰余金￥5,400,000が計上されていた。
３．のれんは発生年度の翌年から10年にわたり定額法により償却する。
４．Ｓ社は、連結第1年度において繰越利益剰余金を財源に￥600,000の配当を行っている。
５．当期よりＰ社はＳ社に商品を掛けで販売している。Ｐ社のＳ社への売上高は￥10,800,000であり、売上総利益率
は30％である。
６．Ｓ社の期末商品棚卸高のうち￥3,120,000は、Ｐ社から仕入れた商品である。
７．Ｐ社の売掛金の期末残高のうち￥4,200,000はＳ社に対するものである。なお、Ｐ社は売上債権期末残高に対して４％の貸倒引当金を差額補充法により設定している。
８．Ｐ社の貸付金は、当期首にＳ社に対して期間2年、利率１％、利払日３月末日の条件で貸し付けたものである。



















[bookmark: _Hlk214968252]第3問（20点）
　以下の［資料Ⅰ］、［資料Ⅱ］及び［資料Ⅲ］にもとづいて、損益計算書を作成しなさい。なお、会計期間は1年
年、決算日は3月31日までの1年間である。
［資料Ⅰ］決算整理前残高試算表
［資料Ⅱ］未処理事項　　　　　決算整理前残高試算表
　　　　　　　　×２年3月31日　　（単位：円）
借　方
勘  定  科  目
貸　方
2,880,000
現金預金
　
975,000
受取手形
　
945,000
売掛金
　
      1,149,000
売買目的有価証券

840,000
繰越商品

　　 ？
建物

1,800,000
備品
　
？
満期保有目的債券
　

支払手形
552,000
　
買掛金
503,250
　
借入金
3,000,000
　
貸倒引当金
75,000
　
建物減価償却累計額
3,240,000
　
備品減価償却累計額
    648,000
　
資本金
9,000,000
　
利益準備金
252,000
　
繰越利益剰余金
375,000
　
売上
？

有価証券利息
？
8,520,000
仕入
　
2,880,000
給料
　
1,080,000
保険料

116,250
支払利息

32,105,250
　
32,105,250


　決算にさいして調査を行ったところ、次の未処理の事項が判明した。
１．保有している株式の配当金領収書￥369,000が金庫に
保管されていたが未処理であった。
２．売掛金のうち￥60,000は得意先が倒産したため回収不     
 能となっていたが、未処理であった。その内訳は前期発生  
分が￥45,000、当期発生分が￥15,000であった。
３．仕入先に対する買掛金￥150,000について￥3,000の仕          
入割引（営業外収益の勘定科目で処理する）の適用を受け、 
残額は小切手を振出して支払ったが、未処理であった。
［資料Ⅲ］決算整理事項
１．売上債権の期末残高に対して２％の貸倒れを見積もる。
　貸倒引当金の設定は差額補充法による。
２．商品の期末棚卸高は次のとおりである。なお、棚卸減
耗損の８割は売上原価に、残りの２割は販売費および一般
管理費に含めるものとする。
  　　帳簿棚卸数量　2,000個　原価＠￥360
　　　実地棚卸数量　1,880個　正味売却価額＠￥330
３．有価証券の内訳は以下のとおりである。
　　　　　　保有目的 　　　帳簿価額　　　時   価  
  Ａ社株式　売買目的　　　600,000　　  540,000
  Ｂ社社債　売買目的　　　549,000　　  570,000
  Ｃ社社債　満期保有目的　　2,820,000　　 2,835,000
売買目的有価証券の評価は時価法とする。またC社社債は当期首にC社が発行したと同時に取得したものであり、償却原価法により評価すること。（額面総額￥3,000,000、償還期間5年、年利率2％、利払日は3月末の年1回）

４．建物および備品の減価償却は次のとおりである。
　　　建物：定額法、耐用年数30年、残存価額ゼロ
　　　備品：定率法、償却率年20％、残存価額ゼロ
５．保険料は、毎年同額を8月1日に向こう1年分を支払っている。
６．借入金に対して、￥33,750の利息を未払利息として計上する。
７．法人税、住民税及び事業税を税引前当期純利益の30％計上する。



＿工　業　簿　記＿
【第4問】（28 点）
 （1）（12点）
 　次の一連の取引について仕訳をしなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と思われるものを選び、記号で解答すること。仕訳の金額はすべて円単位とする。

 １．当月において素材1,500個（購入代価＠2,400/個）、買入部品800個（購入代価＠1,200円/個）、工場消耗品450,000円（購入代価）を掛けで購入した。なお、購入に際しては、購入代価の10％を材料副費として予定配賦している。
 ア．材料副費 イ．未払金 ウ．買掛金 エ．現金 オ．材料 カ．製造間接費 キ．仕掛品

２．当月の完成品原価を計上した。札幌商事では、個別原価計算を採用し、製品Ｑ（製造指図書＃001）と製品Ｐ（製造指図書＃002）を製造している。月初仕掛品原価は製品Ｑ（製造指図書＃001）210,000円、当月製造費用は製品Ｑ（製造指図書＃001）2,100,000円、製品Ｐ（製造指図書＃002）1,380,000円であった。
当月において製品Ｑ（製造指図書＃001）は完成したが、製品Ｐ（製造指図書＃002）は未完成である。
 ア．売上原価 イ．製品 ウ．原価差異 エ．仕掛品 オ．製造間接費 カ．賃金・給料 キ．材料

３．製品16,500,000円が完成し、本社の製品倉庫に搬送、保管された。本社会計から工場会計は独立されている。工場側で行われる仕訳を示しなさい。
 ア．製造間接費 イ．工場 ウ．本社 エ．売上 オ．仕掛品 カ．売上原価 キ．製品

(2)（16 点） 
河野㈱では、製品Ｙを連続生産しており、製造原価の計算は単純総合原価計算を採用している。次の当月データにもとづいて、答案用紙の各問における月末仕掛品原価、完成品原価を計算しなさい。なお、減損は通常発生する正常なものであり、正常減損の処理は度外視法によること。

[生産データ]　　　　　　　　　　　　　　　　　[原価データ]
　月初仕掛品　　　18,000㎏（20％）　　　　　　月初仕掛品原価
　当月投入 　  111,600　　　　　　　　　　　 　原料費     9,396,000   
   合　計　　　　129,600㎏　　　　　　　　　　　加工費     3,744,000
　正常減損     　6,300㎏　　　　　　　　　　　　小　計       13,140,000
　月末仕掛品　 　 15,300　（50%）　　　　　　　当月製造費用
　完成品     108,000　　　　　　　　　　　　 原料費   26,114,400
　 合　計　　　　129,600　　　　　　　　　　　　 加工費   58,938,300   
（注）原料は工程の始点で投入しており、　　　　　　小　計      85,052,700
　　　（　　）内は加工費の進捗度である。　　　　　　合　計    98,192,700



【第5問】（12 点）
当社遠藤㈱は半導体設備を製造販売している。以下の[資料]にもとづいて、答案用紙にしたがい、全部原価計算方式と直接原価計算方式の損益計算書を完成させなさい。
製造原価の変動費は製品1個あたりの原価を表示している。
製造原価の固定費は正常生産量1,500個を基準として期間総額を表示している。
なお、当社は、製造間接費は生産量を基準として予定配賦している。なお、製造間接費配賦差異は、当期の売上原価に賦課することとし、売上原価から減算する場合は△を付すこと。

[資料]
１．販売価格　　3,000円
２．製造原価    　　　　 変動費  　　　 固定費 　
      原  　　料          350円
　　　直接労務費　　　　　200円
　　　水道光熱費　　　　　200円
　　　減価償却費　　　　　　　　　　　250,000
　　　ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ料　　　　　　　　　　　 200,000
３．販売費　　　　　　　 150円  　   150,000
４．一般管理費　　　　　　　　　　　　100,000
５．各期の生産販売量データ
	
	第1期
	第2期
	第3期

	期首製品在庫量
	　 ０個
	  300個
	  500個

	当期製品生産量
	1,500個
	1,600個
	1,400個

	当期製品販売量
	1,200個
	1,400個
	1,500

	期末製品在庫量
	300個
	500個
	400個



　




　　（注）各期首・期末に仕掛品はない。
